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本研究は日本の大学図書館で行っているアウトソーシングの現状および実態を調査し、大学

の独立法人化によって波及される大学図書館の変化を把握することで、その対策を提案するこ

とが目的である。大学独立法人化の核心は競争原理で、教育・研究を通した大学問の競争を誘

導し、国家財政の危機と学生数の減少に対して、競争原理に基づく効率的経営を行うというこ

とであるO これにより、大学の裁量権は拡大される代わりに政府支援は縮小されるので、アウ

トソーシングによる経費の節減を追及するだろうし、これは人員の削減につながる可能性が非

常に高L、。したがって、このような環境の変化に対処するために、アウトソーシングの状況を

分析し、大学が要求する教育・研究機能の強化と効率的経営に関して、図書館が考慮すべき事

柄と方向性を提示した。

1.序論

アウトソーシング COu tsourcing) という語は、もともとアメリカの経営学者プラハラド

cc. K. Prahalad)が主唱した「競争理論」に由来する用語である O 字義どおり、外部 COut)
の資源 Csourcing)を効果的に活用することである O 真の意味のアウトソーシングとは、外

部の専門的な知識を効率よく活用することで、自社が目的としている業務に経営能力を集中す

る経営技法である O つまり、「自分が遂行する多様な活動のなかで、戦略的に重要であり最も

上手にできる分野や核心部分に全ての資源を集中させ、他の活動は企画から運営まで一切を、

その分野で世界的に最も優秀な専門企業にアウトソーシングすることで、企業の競争力を引き

上げる戦略Jl)といえるO 韓国語では外部化、外注委託、外部委託、外部用役、外部調達、外

部代行、外注および下請けなど、さまざまに解釈されている九

日本の場合、 1980年代から図書館の管理や運営を民間に委託し始めているが、その根は1970

年代にさかのぼる o 1970年代後半以降の地方財政の危機に伴い、「行財政の合理化」、「行政改

革」政策を背景にして、教育や文化施設の財団化が進んだ。しかし図書館が対象となったのは

1981年の京都市が全国で初めてで、京都市社会教育振興財団に委託された九それ以降、今ま

で公共図書館の委託問題は絶え間なく提起され、図書館を危機に追い立てているO
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実際、減量経営や経営効率化というスローガンのもとで、人件費の削減が要求され、委託と

ともに経費節減を目的にアルバイトやボランティアを利用することで、利用者サービスの窓口

にも司書がいない場合が多くなった。これは当然、サービスの質の低下をもたらし、質の低下

は利用者の情報欲求を充足できないという悪循環を繰り返した。

一方、大学図書館は2004年4月1日に今までになかった(国立)大学独立法人化(以下「法

人化J)が施行され、組織全体の構造を再編する途上にある O 法人化の目的は大学の構造改革

にあり、国立大学の教育・研究に競争原理を導入することである。特に、国家財政が危機の状

態で、韓国の大学と同様に学生数の漸減も背景にあった。法人化で規制を緩和し、自律性を拡

大する代わりに、大学運営に経営学を導入して、第3者による評価を通じて効率的経営をする

ということであるO その場合、当然ながら大学図書館も例外にはならなL、。公共図書館の民間

委託も最初は効率的経営という旗を掲げていたのだが、予算節減のため結局は人員削減につな

がり、また予算節減のためアルバイトや非常勤職員を多く雇用したことで、最終的に司書職自

体が廃止される地域も現れるようになる。特に大学図書館は母体機関との共同運命体であり、

法人化を通じた効率的経営という名のもとに予算節減のための業務のアウトソーシングの増加

が予想されるO このような変化に対処するためには、まず大学図書館のアウトソーシングの状

況および実態把握が必要となるO

日本における図書館業務のアウトソーシングと外部委託、日本の大学図書館が当面した問題

である法人化、大学図書館と法人化の関係、そして大学図書館のアウトソーシングの状況およ

び実態を調査、分析することで、今後に備えることが本研究の目的であるO 同時にこの研究結

果が、学生数減少により存廃危機におかれた大学が出現し、国立大学の統合や連合論議が活発

な韓国の大学図書館にも 1つの参考になることを期待する O

II. 日本における図書館業務のアウトソーシングと外部委託

一般的にアウトソーシングとは、企業経営において必要な機能を自ら行わず外部に委託し調

達する業務処理方式4)のことである O つまり、企業の核心業務以外の補助的な周辺業務を外部

の専門業者に代行させることで、企業の費用を節減し生産性も向上させる方法という意味で主

に使われている O

ボス (R.W. Boss)はアウトソーシングを、「内部職員を使わず外部の個人や組織に活動を

委託することJ5)と述べた。あるいは「アウトソーシングは情報システムの機能の一部あるい

は全部を外部業者に転移する(transf erring )過程である J6)とも定義される O 定義からわか

るように、アウトソーシングは個人や機関(企業体、情報システム、または図書館いずれにし

ても)内部の機能の一部あるいは全部を外部に任せること (ContractingOut)といえるO

韓国語では外部化、外部委託、外部調達、外部用役、外注、外注委託および下請けなど様々

に解釈され、実際にも混用されている。日本の場合はどうだろうか。

委託の辞書的意味7)は第一に、依託と同様、第二に、法律用語で、ある行為、事務などを他

人、または他の機関に頼むこと(民法第643条)、第三に、商取引で客が商品仲買人や証券業者

に注文を出すことの 3つであるO したがって図書館での委託とは法律用語に該当し、図書館の
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ある行為、事務などを他人あるいは他機関に依頼することであるO 委託自体が外部という意味

を含んでいるといえる O

木内公一郎8)は「アウトソーシング」と「外部委託」を区別して定義した。この 2つの言葉

は同義語のように思えるが同義語ではなく、ニュアンスに相当の違いがあると考えたからであ

るO 経営学でのアウトソーシングは「企業や政府、地方自治団体の情報システムの利用者が情

報システムの開発・運用・管理活動の全部あるいは一部を外注化すること」で、契約が長期間

にわたることが特徴である。また顧客サービスや情報技術の高度化や変化の速度に対応してい

くことなので、アウトソーシングは情報システムを中心にした概念である O それに対し、「外

部委託」は警備、清掃、人材派遣(例えば、夜間、休日開館のための窓口業務)、資料整理、

遡及入力など細分化された業務の委託を意味するO しかし大学図書館界でアウトソーシングの

形で運営される場合はまだ多くなく、ただ現象を説明するときに便宜的にアウトソーシングと

いう語を用いているとして、用語の使用が普遍化されていないことを指摘した。

遠藤玄聾9)はアウトソーシングを多様な外部委託の形態の lつとみなした。下請、請負、人

材派遣、アウトソーシング、 FM (Facility Management)すべてを外部委託の範障に入れ

たのであるO しかし同じ外部委託だとしても、アウトソーシングは委託する意図や方法、内容

がまったく異なる点を強調した。例えば下請や請負、人材派遣の場合は、委託する企業が業務

の一部を外部資源に依存することで、その業務の遂行責任はあくまでも委託する企業にある。

反面、アウトソーシングは業務の長期間にわたる包括的な外部委託として、その遂行および結

果の責任は業務を受託する外部の専門企業であるアウトソーシング業者 (Outsourcer、以下

「業者J)にあるので、委託企業は委託結果だけを業者から受け取るだけだとL寸 O

また花田光世1川ま「業務の設計・計画」と「業務の運営」によって分類した。業務の設計・

計画だけでなく運営もすることがアウトソーシングだとした。また業務を運営はするものの設

計・計画はしないことが代行(外注)であり、人材派遣はこのいずれも行わず単に委託企業の

指示のみに従うことだとした。業務の設計・計画だけをする外部委託としてはコンサルティン

グがあるが、アウトソーシングは業務の設計・計画から運営までのある部分を一括して外部化

することなので、最初から明確な戦略的観点をもとに実施しなければならないとして、単に業

務の一部を他に任せる外部委託とは明らかに異なるとした。

以上のいくつかの見解を総合してみると、業務の性格(情報システムと細分化された業務)、

範囲(一部と包括)、契約期間(短期と長期)、そして遂行責任(委託業者とサービス提供業者)

によって、アウトソーシングと外部委託を区別しているものの、以上の要素に関係なく業務を

内部資源でなく外部資源に任せるという共通点があるため、アウトソーシングも外部委託の一

部とみなしていることがわかる O

ところで日本の図書館界では、図書館業務および管理・運営のアウトソーシングをどのよう

に表現し、実際いつからアウトソーシングという用語を使用し始めたのかを把握するため、

1970年から2002年までの文献を調査した。調査方法は 2冊になっている「図書館情報学研究文

献要覧、 1970-1990J(日本図書館学会監修)と「日本図書館年鑑、 1991-2002J (日本図書館

協会刊、以下「日図協J)に収録された図書館学分野の論文および単行本を対象にした。調査
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によると、 1980年にアウトソーシングの概念ともいえる「委託」を使用した論文ωが見つかり、

実際に図書館運営が民間に委託されたのは1981年開館の京都市図書館が最初であった山九特

に公共図書館の管理や運営が、財団や公社、または民間企業に委託されるようになってから発

表された論文は、「委託」または「民間委託J14)という語が集中的に用いられるようになったへ

このような用語の使用は、図書館の管理や運営を外部に任せるようになってから登場したこと

がわかるO

一方、分類表ωや件名標目表17)18)の項目立、「外注管理」を使用していた。そして毎年文部

科学省(以下「文科省J)研究振興局情報課で発行する『大学図書館実態調査結果報告』では

「外部委託JCbusiness consignment)を使用しているO 論文や報告書では民間委託あるいは

外部委託を、統制語葉集である分類表や件名標目表では外注管理を用いている O 論文で「アウ

トソーシング」の用語を使い始めたのは1990年代後半からであるO つまり、企業図書館のアウ

トソーシングω、大学図書館の分野別アウトソーシング20)21)、そして図書館経営の課題加など

の論題を扱いながら「アウトソーシング」を使用した。

大学図書館は1990年代後半から情報システムや細かい業務の外部委託をアウトソーシングと

表現し、その使用が増加していることがわかるO おそらく大学図書館は資料の電算化を契機に、

情報システムの導入とともにアウトソーシングという用語を使い始めたように思われる O

III. 日本の大学図書館が直面している問題

1.大学の独立法人化

法人化というのは今まで国の行政機関の一部であった国立大学を行政機関から分離して、独

立した法人資格を付与することである加。言い換えれば、法人化は国家財政が危機状態で、学

生数が次第に減っていることが背景になり、その目的は国立大学の教育・研究に競争原理を導

入するということであるO 法人化は1971年以来の検討課題であったものの、当時はそのような

雰囲気がなかったし、現行制度のもとで最大限の改善措置を講ずる方向へと大学改革が進めら

れた。

欧米では国立大学・州立大学を含め大学に法人格を付与しているO 一方、日本は国の行政組

織の一部として位置づけられ、独立された法人格ではないので、改革には限界があった。つま

り、文部大臣の広範囲な指揮監督下に置かれ、大学自らの権限と責任で運営をするには限界が

あったし、また予算、組織、人事等の面で国の行政組織のさまざまな規制が残っていた。その

ため教育・研究の円満な展開に制約があったという O しかし今日、学術研究の推進や高度の人

材育成、あるいは社会経済の活性化など各方面で国立大学に対する期待と関心が驚くほど高く

なっている。そうした状況で、大学運営上の自立性を拡大し、各々の創意性を発揮して「個性

豊かな大学」を作ったり、世界最高の水準の教育・研究を展開するために、各国立大学が独立

した法人格を持つことは大きな意義がある。独立行政法人制度の発足を好機に、国立大学に合っ

た制度設計の検討を進めようとするのである。

法人化の基本前提ω'j:" 1)大学改革の推進、 2)国立大学の使命、 3)自主性・自立性で
あり、検討の観点は、 1)個性豊かな大学作りと国際競争力のある教育研究の展開、 2)国民
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や社会に対する責任の重視と競争原理の導入、 3)経営責任の明確化による機動的・戦略的な

大学運営の実現であった。

こうした法人化は大学に自主性、自立性を与える代わりに、競争原理を導入した大学経営で

教育・研究に国際競争力をつけようということである O 単に法人資格を与えるだけの消極的な

発想ではなく、予算、組織、人事などいろいろな面で規制を大幅に緩和させ、法人化の長所を

大学改革に最大限に活用するという積極的発想で、新しい大学のあり方を模索しようとするの

である。さらには、法人化が国立大学だけの改革にとどまらず、日本の大学全体の活性化と教

育・研究の高度化を果たすための前提として、国公私立大学を通して第三者評価に基つeいた競

争原理の導入や効率的な運営を実施し、その結果によって高等教育や科学技術・学術研究に対

する公的支援を拡大するという「あめとむち」政策といえる。

こうした対策について、国立大学の人気は上昇気流に乗っているので、法人化がむしろ長所

になり得る加という肯定的な評価がある O また国家権力を背景にのんびりと楽にしていた国立

大学が、自治権の拡大と並行して独立採算方式にして総合的な経営手段を発揮すれば、私立大

学との競争が活発になるだろうし、その中で完全に生まれ変わった国立大学が出現する一方、

競争に負けて他と合併や再編される学科、学部、大学も出てくると予想されるO

しかし一方では心配の声もあるO 競争力基盤の弱L、地方国立大学をなくす結果になるのでは

ないかと危機感を感じる大学もあるO また短期的な成果が現れにくいとか、あるいは直ちに実

用化につながりにくい基礎研究は、法人化で衰退するのではないか26)と心配する意見もあるO

日本科学者会議は新しい「国立大学法人」像について異議を提起した本を発刊27)したりした。

一方、国は国公私を通した競争的な環境下で国際競争力のある大学を支援するために、 2002

年度から「世界最高水準の大学づくりプログラムJC~ 、わゆる「国公私 top30J) を実施してい

るお)。そして文科省は2002年度から世界水準の研究教育拠点を目標にする大学を選定し予算を

集中配分する 121世紀C0 E CCenter of Excellence)プログラム」を始めた。この21世紀C

OE事業は韓国のBK21事業と類似したもので、大学の競争力を高めるために教育・研究分野

で助成金を通して大学の質を高めるという政策である O また、文科省は2003年度から競争を通

じて大学教育の質を向上させるため全国の国公私・単科大学の中で特に教育に力を注いでいる

大学を100校ほど選定し、集中的に助成金を配分する方針を決定した問。これは研究分野で優

秀な大学を選定する Itop30Jの教育版といえる O

2003年7月9日に国立大学法人法(案)が国会を通過し側、 2004年4月1日から独立法人と

して出発するようになった。大学本部が権限を持つと同時に責任も取る法人になるという点で

民営化とは異なる300 大学の名称も例えば京都大学は「国立大学法人京都大学J32)になる O 地

域共同で実施する大学図書館職員の採用試験公告却でも法人という用語を使用しており、特に

4月1日の新学期から授業料の納付方法も今まで国庫に収納されていたのが一般金融機関にか

わり、銀行の選定も経済性、便利性、健全性、効率性などを審査基準にして、新たに決定する

など実際的な変化をみせているO

法人化によって政府の介入や規制が減る代わりに、政府から受けていた予算も次第に削減さ

れるであろう O このように法人化は国立大学の教育・研究に競争原理を導入し、今まで内部で
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すべてを担ってきた大学経営を外部専門家と共同で運営しようとするものであるO 民間企業の

ように、経費節減のために組織の構造調停とそれに伴う人員削減が実施される可能性があり、

同時に経営効率のため業務のアウトソーシングの導入の増加が予想されるo 大学図書館も例外

ではなL、。

2.大学図書館と大学の独立法人化

法人化という大学に対する国家政策の変化は、必然的に大学図書館の変化も要求している。

時代別に大学図書館の変化と対処をまとめてみると以下のようになるO

1) 1980年代

1980年代の大学図書館の政策は、オンライン共同目録の実施による国立大学図書館のシステ

ム化、国立大学図書館の専門職配置、そして大学図書館の地域社会の開放刊に集中した。

1978年に学術審議会は「学術情報システム」の一環として大学図書館をターミナルにしたネッ

トワーク型のシステム構築を目指し、文部省(現文科省)は1986年に学術情報センターを発足

した。 1987年に学術情報ネットワークが始まり NACSIS(日本学術情報センタ一、現NII)

の目録、所在情報DBを利用したオンライン共同分担目録としての質的転換を成し遂げた。国

立大学図書館協議会も「国立大学図書館のシステム化」を目指した。と同時に、 1983年に文部

省は「国立大学の図書館専門職員の配置」で課長補佐待遇の専門職員の配置を認めたのである。

2) 1990年代

1990年代の政策は、学術情報基盤における大学図書館の整備、学術情報の流通の拡大、そし

て大学図書館の人材の育成と確保であった。 1993年に学術審議会は、学術情報システムの総合

的な整備の望ましい姿勢を示すなかで、大学図書館の機能の強化、高度化を進めるために以下

の7点を指摘した。 1)学術情報システムとしての大学図書館の役割、 2)学術研究情報ネッ

トワークを活用した大学図書館の機能の充実と大学問協力などの促進、 3)図書館資料の計画

的、集中的収集、 4)図書館資料の効果的保存と利用、 5)学習活動の場として図書館の機能

の強化、 6)大学図書館員の育成・確保、 7)大学図書館の自己点検・評価と総合的な大学図

書館政策。

また国立大学図書館協議会は、 1996年の大学図書館員の育成と確保のための調査研究で、大

学図書館は司書資格とは別に大学図書館の専門職員として必要な高度な知識・技術を習得する

ためのシステム整備が必要だとした。そして、 1)研修機会の充実、 2)専門職員の交流と活

用、 3)大学図書館の研究開発機能の整備を提言し、大学図書館の充実を図るための人的、物

的資源の強化に重点をおいた。

3) 2000年代

2000年代に入って大学図書館に影響を与えた大きな事件は、文科省の発足と大学の構造改革、

そして法人化であろう o 2001年の最も大きな変化は、 1月に文部省と科学技術庁が統合され文

n
6
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部科学省(文科省)が発足したお)ことであるo 1871年(明治4)の創設以来130年の歴史を持

つ文部省という名称の変更は、教育・学術・文化・科学技術に関連した行政改革の本格的な始

まりという意味でも象徴的な出来事であるO

この再編により大学図書館は文科省の研究振興局学術機関課が、国立情報学研究所 (NII)

は研究振興局情報課が管理するようになったものの、 7月には大学図書館の事務も情報課が担

当するようになった。また大学図書館は資料収集の電子化など先端的な情報基盤の整備が課題

であるという認識とともに、大学の情報資源の効果的な活用に関する統一された政策を展開す

るという趣旨にそって、研究振興局情報課が担当するようになった。

2001年11月に文科省高等教育局は「大学(国立大学)の構造改革の方針」を提出したお)O そ

の内容は、①国立大学の再編・統合を果敢に推進し解体と組立 (scrapand build)で活性化

を企て(法人化以降、国立大学の統合が持続的に進められ、 1999年まで国立大学は99校であっ

たが2003年まで10件の統合があり87校になった)37)、②国立大学に民間の経営技法を導入して

新たな「国立大学法人」を早期に実現し、③第三者評価による競争原理を導入、国公私 Itop

30Jを世界最高の水準に育成するということである O このように集中的な予算配分を伴う

Itop30Jの構想や「国立大学法人」への早期移行という大学の構造改革は、個々の大学図書

館に与える影響が非常に大きL、。したがって大学図書館も環境変化への適切な対策が要求され

るO

このように1980年代と1990年代を通して、大学図書館は学術情報システムの構築、学術情報

流通の拡大、そして専門職員の配置および人材育成と確保に集中した。しかし2000年代に入り

大学の構造改革と統廃合、そして2004年4月の法人化で、国立大学だけでなく日本の全大学が

競争体制に突入したのであるO

今までの国立大学は政府の予算支援を受ける代わりに、教育課程・人事の独立権が完全では

なかった。しかし法人化になって国立大学は教育課程・人事などを自律的に運営する反面、毎

年外部機関の評価結果により政府予算の支援に差がつく。人事の自律権が保障されることから、

民間企業のように構造調停がなされ、予算節減のための人員削減と業務のアウトソーシングの

増加が予想される。これは職員の身分を不安に陥れるだけでなく、予算が伴う図書館資料収集

の電子化といった先端的な情報基盤の整備、情報資源の効果的な活用を難しくするであろう O

法人化はまた大学問の競争でもある。教育・研究を通した大学問の競争で、日本の大学を国

際的な大学に作り上げることであるO このように国公私立大学問での激しい競争で取り残され

れば、「客のいない大学」に転落することはもちろん、構造調停の対象となってしまう O そこ

では教育・研究を支援するための大学図書館の役割と機能の強化が要求され、これを実現する

ための司書の専門性が求められる重要な時期なのであるO このような状況で予算節減のための

アウトソーシングで専門職員が削減されるならば、大学政策に逆行することになるO 大学が要

求する教育・研究機能の強化のための支援と、効率的な経営のための経費節減におけるアウト

ソーシングという問題を、いかに調和させるかが重要な課題となるO
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IV.日本の大学図書館のアウトソーシングの実態分析

1.資料収集

本研究の資料収集は大学図書館実態調査の結果報告書に収録された大学をもとに346の大学

(専門大学含む)を取り上げた。国公立大学は173校(国立99、公立74)全部、そして私立大学

は497大学のなかで国公立大学と同数の173校であるO つまり 5つ以上の学部を持つ53大学すべ

てと、 2-4つの学部を持つ47大学、そして短期大学については120校から無作為に選んだ。

調査対象抽出の背景は、前述のように今までなかった国立大学の法人化という母体機関の多

大な変化は大学図書館の環境に大きな変化を引き起こし、それはやがて私立大学にも波及され

ると思われることである O また公共図書館の民間委託と司書職の廃止にまで至る危うい状況を

みると、国家や自治体が運営する国公立図書館の影響は非常に大きいといえるO

質問紙は346部を発送、 243部を回収し70%の回収率であったものの、 4つの大学は「該当事

項なしJとの回答であったため、実際には239部が分析の対象となった。そのうち国公立大学

からの回収は121部 (50.6%)、私立大学からは118部 (49.4%)であるO 質問紙は2003年 1月

に発送し、 5月までに回収した。質問紙は日本の図書館の環境および文化に適切な語葉や文句

等の選択について、日本の大学図書館の司書の助力を得た。

2.質問紙の構成

質問は全部で23問で、整理業務のアウトソーシングに関する質問(8問)、図書館業務全般

のアウトソーシングに関する質問(2問)、アウトソーシング全般に関する質問 (12問)、自由

意見欄(1問)で構成されている。集計は国公立大学と私立大学のグループ、 4年制と 2年制

の大学のグループに分けて分析したものの、両グループの集計を比較した結果、差異化するま

でには至らないので、前者(国公私)だけを本稿の対象にした。なお前者の場合も国公私立間

に大きな差異がない場合は全体の比率のみを示した。

3.調査結果および分析

1 )整理業務のアウトソーシングの経験

分析対象である239校の中で149校 (62.3%)が、整理業務をアウトソーシングした経験が

「ある」と回答した。経験が「なL、」は36.4%で、アウトソーシングが定着したとはいえない

ものの、次第に整理業務のー形態として位置づけられていることがわかる O

2 )整理業務のアウトソーシングの経験分野

整理業務のアウトソーシングの経験があると答えた場合、「遡及入力」が97校 (65.1%)で

最も多く、いまだに大学が既存の資料の入力に力を注いでいることがわかる(<表1>参照)。

しかし目録(新規入力)も61.7%で遡及入力と同じくらい多く、この 2つの業務を同時に進行

したか、あるいは遡及入力が終わった図書館が新規入力に延長して実行した可能性があるO 一

方、「定期刊行物業務J(8.1%)は回答率が最も低く、アウトソーシングを醇跨しているよう

であった。これはおそらくこの業務が複雑で専門性を要するからだと思われる orその他」と
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しては、「資料の配架」、「写真コレクションの整理」、「図書館の運営方針を除いた全ての業務」

があった。

〈表 1>整理業務のアウトソーシングの経験分野(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

目録(新規入力) 92 (61. 7) 34(50.0) 58(71.6) 

資料の電算化 38(25.5) 21 (30.9) 17(21.0) 

定期刊行物の発注、受け入れ、契約 12( 8.1) 4( 5.9) 8( 9.9) 

分類 61(40.9) 21 (30.9) 40(49.4) 

図書の装備 94(63.1) 39(57.4) 55(67.9) 

遡及入力 97(65.1) 44(64.7) 53(65.4) 

図書の受け入れ全般 30(20.1) 7(10.3) 23(28.4) 

その他 14( 9.4) 6( 8.8) 8( 9.9) 

3 )整理業務のアウトソーシングの際の人的構成

アウトソーシングの際の人的構成は、「正規の職員」の参加する図書館 (41.7%)が業者職

員の参加する図書館 (20.8%)の2倍で、「アルバイトおよび非常勤職員」の参加する図書館

(34.9%)まで合わせると76.6%の図書館が図書館所属の職員で構成されていることが、〈表

2 >をみると把握できるO これは図書館職員の構成比重が大きいということで、図書館業務の

性格からして業者の職員だけでは円滑に遂行されにくい点と、業者の専門性にたいする信頼の

問題が反映されたと思われる。「その他」では「派遣職員J(4つの大学)があった。

〈表2>整理業務のアウトソーシングの際の人的構成(複数回答可)
項 日 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

アウトソーシングの業者 64(20.8) 30(21.0) 34(21.0) 

正規の職員 127(41. 7) 59(41.2) 68(42.0) 

アルバイトあるいは非常勤職員 106(34.9) 51 (35.7) 55(34.0) 

その他 8( 2.6) 3( 2.1) 5( 3.0) 

4)整理業務のアウトソーシングの評価

整理業務をアウトソーシングした結果の評価をみると、 100校 (67.1%)が「効果あり」と

回答した。「効果なし」 は5.4%だったものの、「どちらともいえない」が27.5%なので、客観

的な効果を検証しにくい部分もあることが明らかになった。また「効果あり」は私立大学

(72.5%)が国公立大学 (60.8%)より11.7%も高く、私立大学が効率的に実施したことがわか

るo I特殊資料の目録に効果あり」と回答した図書館もあった。
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5 )アウトソーシングをした結果

アウトソーシングをした結果の評価を分析すると、「単純反復的な業務に効果的であった」

が62校 (41.6%)、「人が中心となる業務に集中できた」が同じように62校 (41.6%)で最も多

く、前者と後者の聞に両業務の相互関連性がみえる(<表 3)参照)。なお私立大学は「人件費

の節減」が一番で、経済的な面を優先した。しかし国公私立大学全体をみると、たとえアウト

ソーシングによる部暑の縮小や職員数の削減はあっても部署が廃止になったところはなく、失

業に対する不安 (0.7%) も少ないので、安定的に業務を遂行できたことがわかる O しかしな

がら、専門性の喪失感 (9.4%)は高い数値ともいえ、意識の上での専門性の確立に取り組む

ことが早急に求められるO

「その他」では、「経験者の人事移動によるアウトソーシングへの依存」、「作業時間の短縮、

人員不足の解消」、「業者との戦略的討論により先進的な図書館像の樹立」、「分類の場合、業者

の作業が精密でないので再検討が必要である」、「写真資料はアウトソーシングなしでは不可能

である」など多様であった。

く表3)アウトソーシングをした結果(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

人件費が節減された 59(39.6) 22 (32.4) 37(45.7) 

人件費以外の経費が節減された 11( 7.4) 7(10.3) 4( 4.9) 

単純反復業務に効果的であった 62(41.6) 32(47.1) 30(37.0) 

業務を委託する過程で業務分析ができた 26(17.4) 9(13.2) 17(21.0) 

生産性、品質が向上された 22(14.8) 8(11.8) 14(17.3) 

人が中心となる業務に集中できた 62(41.6) 29(42.6) 33(40.7) 

アウトソーシングを導入した部署が縮小された 12( 8.1) 3( 4.4) 9(11.1) 

アウトソーシングを導入した部署が廃止された O( 0.0) O( 0.0) O( 0.0) 

職員数が削減された 27(18.1) 6( 8.8) 21(25.9) 

正規職員が失業の危機を感じた 1( 0.7) 1( 1.5) O( 0.0) 

図書館業務の専門性に喪失感を感じた 14( 9.4) 4( 5.9) 10(12.3) 

その他 31(20.8) 11(16.2) 20(24.7) 

6 )整理業務にアウトソーシングが必要な理由

「職員の不足」が54.4%で最も多く、「人件費が節減」された場合は38.9%であり、 34.9%は

「人が中心となる業務に集中するため」と回答した(<表 4)参照)。なによりも大学図書館が

業務量にくらべ職員が不足していることに悩まされているので、単純反復的な業務をアウトソー

シングして人件費を節減すれば、職員は「人が中心となる業務」に集中できるという認識をみ

せた。しかし人力不足でアウトソーシングしたにもかかわらず、その結果がく表 3)でみるよ

うに職員数の削減 (4位)につながりかねなL、。単に人件費の節減だけを目標とするなら、か
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えっていっそう人力の不足を加重させる悪循環になるので、アウトソーシングは慎重に決めな

ければならなL、。なお「人が中心となる業務」としては、「情報サービスJ(6)、「図書館の専

門業務J(5)、「参考業務J(4)、「政策立案業務J(2)、「企画開発J(2)、「相互貸借」、「図

書館経営」などがあった(( )の中の数字は回答した図書館数)。

「その他」の意見としては、「人員削減を求められているから」、「将来の人員削減に対応す

るため」、「自館で技術、設備がないから」、「人事移動に左右されず、安定的な供給体制が確保

できた」などで、今後の人員削減を予想していた。

〈表4>整理業務にアウトソーシングが必要な理由(複数回答可)
項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

人件費が節減される 58(38.9) 21(30.9) 37(45.7) 

人件費以外の経費が節減される 8( 5.4) 3( 4.4) 5( 6.2) 

単純反復業務を避ける 49(32.9) 25(36.8) 24(29.6) 

生産性、品質を向上させる 24(16.1) 8(11.8) 16(19.8) 

人が中心となる業務に集中する 52(34.9) 19(27.9) 33(40.7) 

目録登録が必要な資料が累積されている 37(24.8) 18(26.5) 19(23.5) 

入手する本が増えている 22(14.8) 6( 8.8) 16(19.8) 

職員が足りない 81 (54.4) 37(54.4) 44(54.3) 

整理業務にアウトソーシングは必要ない 6( 4.0) 1 ( 1.5) 5( 6.2) 

その他 15(10.1) 8(11.8) 7( 8.6) 

7 )整理業務のアウトソーシングが難しい理由

〈表5>をみると、回答した大学は全体として最もアウトソーシングしにくい理由として、

「専門性のある業者の不足J(42.3%)を挙げた。次に国公立大学の場合は「図書館サービスの

質の低下J(20.6%)を指摘したが、私立大学では「特に難しいと思った点はないJ(30.9%) 

となっており、両者間での違いがみられた。なお全体として13.4%は「費用対効果を期待でき

なLリとしたが、内部情報の流出については心配していなかった (7.4%)。経済的にして業務

水準を満足させる業者が足りないことが、明らかになったといえるO

「その他」の意見としては、「業務の引継ぎおよびノウハウの蓄積が難しいJ(4)、「正規職

員の人材育成ができないJ(3)、「分類は図書館の独自性や具体的な事項の指示などの準備に

時間がかかるJ(3)、「目録に独自的な情報を反映できないJ(3)、「業者派遣職員の資質と頻

繁な職員交代が問題であるJ(2)、「司書の資質の低下」、「少数言語資料の場合、司書が業務

内容の点検に必要な語学知識の不足で、業者に任せるしかな ~'J、「日本語、英語以外の資料は

委託料が高Lリ、「目録の質が低下した」などがあった。図書館と業者双方の人的資源の資質と

育成問題が深刻で、特に司書の語学力とアウトソーシングとの相関関係は注目すべきであるO

Q
d
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〈表5)整理業務をアウトソーシングしにくいと考えた点(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

専門性のあるアウトソーシング業者が足りない 63(42.3) 34(50.0) 29(35.8) 

図書館サービスの質の低下が憂慮される 30(20.1) 14(20.6) 1609.8) 

費用対効果を期待できない 2003.4) 9(13.2) 1103.6) 

内部情報が流出されるおそれがある 11 ( 7.4) 6( 8.8) 5( 6.2) 

特に難しいと思った点はない 37(24.8) 12(17.6) 25(30.9) 

その他 30(20.1) 1004.7) 20(24.7) 

8 )整理業務以外の業務へのアウトソーシングの適用可能性

否定的な回答 (41.8%)が肯定的な回答 (31.8%)より多く、ある業務の成功が他の業務に

そのままつながるとは思わず、私立大学 (43.3%)が国公立大学 07.6%)よりはるかに肯定

的であることを、く表6>が示しているO これは私立大学の方が整理業務でのアウトソーシン

グの効果が高かった経験による結果だと思われる((項目 4)参照)。

〈表6)アウトソーシングの整理業務以外の業務への適用可能性

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

非常に適用可能である 4( 2.8) O( 0.0) 4( 4.9) 

適用可能である 43(29.0) 1207.6) 31 (38.4) 

どちらともいえない 39(26.3) 18(26.5) 21(25.9) 

それほど適用されない 48(32.3) 28(41.2) 20(24.7) 

適用できない 14( 9.5) 10(14.7) 4( 4.9) 

無応答 1( 0.1) O( 0.0) 1 ( 1.2) 

計 149000.0) 68(45.5) 81(54.5) 

9 )整理業務以外の業務におけるアウトソーシングの経験

整理業務以外の業務への適用可能性に対する認識(く表 6>参照)とはうらはらに、 73.7%

が実際に整理業務以外の業務でアウトソーシングを経験したと回答していた。すなわち回答者

の認識と現実にはずれがあった。しかし大多数の大学図書館がアウトソーシングを導入するな

かで、単純業務には広く適用したものの、核心的な業務にはごく制限して導入していた。

10)整理業務以外でアウトソーシングをした分野

く表7>で整理業務以外にアウトソーシングを実施した比率が高い順は、製本業務、建物の
管理および清掃、警備業務で、職員の専門性を要しない分野であった。比率がイ郎、業務は蔵書

開発、企画業務、庶務会計、利用者教育で、これらの業務は職員の専門性が要求されるのでア

A
斗
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ウトソーシングしにくいとした。これはく表6)でいうアウトソーシングが適用できない業務

に該当するo Iその他」では、警備、清掃などは大学の方で委託するとの記入があった。

〈表7)整理業務以外でアウトソーシングをした分野(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

製本 144(81.8) 74(82.2) 70(81.4) 

蔵書開発 1 ( 0.6) O( 0.0) l( 1.2) 

休日および時間外開館 59(33.5) 25(27.8) 34(39.5) 

警備 83(47.2) 43(47.8) 40(46.5) 

文献複写 22(12.5) 9(10.0) 13(15.1) 

庶務会計:庶務、会計、予算、人事、広報 2( 1.1) O( 0.0) 2 ( 2.3) 

案内 33(18.8) 12(13.3) 21 (24.4) 

企画業務 1(0.6) O( 0.0) 1 ( 1.2) 

参考サービス 12( 6.8) 4( 4.4) 8( 9.3) 

貸出 43(24.4) 13(14.4) 30(34.9) 

利用者教育 6( 3.4) 1( 1.1) 5( 5.8) 

ホームページの管理 11( 6.3) 3( 3.3) 8( 9.3) 

返却 43(24.4) 13(14.4) 30(34.9) 

システム管理 38(21.6) 13(14.4) 25(29.1) 

相互貸借 13( 7.4) 3( 3.3) 10(11.6) 

建物の管理および清掃 125(71.0) 59(65.6) 66(76.7) 

11)アウトソーシング実施の際の職員の関与度

く表 8)が示すように、「すべてをアウトソーシング業者に任せるJ(12.5%)よりも、「定

期的に進行状況を確認し、必要な指示をするJ(73.3%)の方が圧倒的に多く、図書館職員の

管理監督の必要性が明らかになった。そして「最初から業者と共同で業務を実行」する場合、

私立大学 (14.0%)が国公立大学 (5.6%)よりもアウトソーシングに積極的であったが、こ

れは業務の引き受けおよびノウハウの蓄積に必要で、契約終了後自館で実施するときに備えた

姿勢だと思われる。
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〈表8)アウトソーシングを実施する際の職員の関与度

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

アウトソーシング業者にすべて任せ、まったく関与しない 2202.5) 1102.2) 1102.8) 

定期的に進行状況を確認し、必要な指示をする 129(73.3) 72(80.0) 57(66.2) 

最初からアウトソーシング業者と共同で業務を実施する 17( 9.7) 5( 5.6) 12(14.0) 

その他 8( 4.5) 2( 2.2) 6( 7.0) 

計 176000.0) 90(51.1) 86(48.9) 

12)アウトソーシング業者に対する不満

〈表 9>が示すように、業者について「特に不満はないJ(49.4%)ものの、「質的な問題」

(27.8%)があるO 意外なことに「人間関係の摩擦」は少なかった (5.7%)。おそらく 11)I職

員の関与度」でみたように、定期的に進行状況を確認し、適時に必要な指示をして、共同作業

をする過程で、意見を調停し協力することで摩擦を減らすきっかけになったと思われる。なお

業者は専門性を高めサービスの質を向上することが課題であろう O

「その他」の意見では、「要求するデータ作成水準の理解と習得に時間がかかる」、「派遣職

員によって質的な問題があり、安定的な職員確保が必要だJ(4)など、業者側の職員の資質

向上を求めた。また「国公立大学の場合契約が 1年単位なので、毎年業者が変わり業務指導が

困難である」、「契約に明示されていない業務は絶対しなL、」などの不満もあった。

〈表9)アウトソーシング業者に対する不満(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

アフタサービスが不十分である 1800.2) 5( 5.6) 1305.1) 

人間関係に摩擦がある 10( 5.7) 4( 4.4) 6( 7.0) 

委託料が高い 37(21.0) 18(20.0) 19(22.1) 

質的な問題がある 49(27.8) 22(24.4) 27 (31.4) 

特に不満はない 87(49.4) 42(46.7) 45(52.3) 

その他 14( 8.0) 9(10.0) 5( 5.8) 

13)アウトソーシング業者側からの要求事項

業者からの特別な要求はなく (76.0%)、「委託料の引き上げ」と「契約維持」の要求も10%

未満で低かった。これは両者の関係が比較的円滑であることを意味し、く表9>でみたように

人間関係の摩擦が少ないことも一つの要因であろう O しかし業務の質的水準の維持と向上のた

めには、一部ではあるが業者が毎年変わる契約制度は改善されなければならなL、。

「その他」の意見として、「作業時間の延長、作業用端末機の増設、システム問題の際の補

償」、「アウトソーシング体制の変更Jなど、勤務環境の改善を願っていた。

n
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14)アウトソーシング業者の指導・監督事項

170校 (96.6%)が「アウトソーシングの効果を検証する」として実際的な効果を重視し、

136校 (77.3%)は「検証結果を契約に反映する」と回答、 101校 (57.4%)は「契約の履行を

徹底的に監督すること」とした(く表10>参照)。業者については結果を重視し、アウトソーシ

ングの実質的な効果を検証して、その結果を次の契約締結に連結させていた。

〈表10)アウトソーシング業者の指導・監督に必要なもの(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

契約履行を徹底に監督すること 101 (57.4) 58(64.4) 43(50.0) 

アウトソーシングの効果を検証する 170(96.6) 82(91.1) 86000.0) 

検証の結果を契約に反映する 136(77.3) 67(74.4) 69(80.2) 

その他 4( 2.3) O( 0.0) 4( 4.7) 

無回答 11( 6.3) 900.0) 2( 2.3) 

15) One-stop service (分類・目録から配架まで)の導入意思

〈表11>によると、 One悶stopserviceの導入に55.7%は意思が「なL、」とし、 32.6%は「あ

る」と回答した。意思があるかすで‘に導入したのは、私立大学 (47.5%)が国公立大学 (32.8

%)よりも多く、私立大学が積極的であることがわかるO また問 1)で整理業務のアウトソー

シングの経験が62.3%であることを考慮すると、今後の導入が増加することが予想されるO

韓国の公共図書館の場合も、書屈が分類、目録を担当する事例が増えており、帰着が注目さ

れる部分であるO

〈表11)One-stop service (分類・目録から配架まで)の導入意思

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

あ る 78(32.6) 34(28.6) 44(36.7) 

な ~ ， 133(55.7) 75(63.0) 58(48.3) 

すでに導入している 18( 7.5) 5( 4.2) 1300.8) 

無回答 10( 4.2) 5( 4.2) 5( 4.2) 

計 239000.0) 119000.0) 120(100.0) 

16) One-stop service (受け入れから配架まで)の導入意思

〈表12>でみるように、受け入れを含めた one-stopservice は89.1%が導入意思がないこと

が明らかになった。資料組織から配架までを聞くく表11>の回答 (55.7%)より33.4%も高かっ

た。これは、受け入れを職員が直接しなければいけない専門業務として認識していることを示

しているO しかし導入した大学も 2校あり、まったく新しい形態のアウトソーシングではない
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ことがわかる O

〈表12)One-stop service (受け入れから配架まで)の導入意思

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

あ る 14( 5.9) 6( 5.0) 8( 6.7) 

な 213(89.1) 108(90.8) 105(87.5) 

すでに導入している 2( 0.8) O( 0.0) 2( 1.6) 

無回答 10( 4.2) 5( 4.2) 5( 4.2) 

計 239(100.0) 119(100.0) 120(100.0) 

17) One-stop serviceの導入を仮定した際の職員の配置

One-stop serviceを導入の際、その部署職員の配置問題を問うた結果がく表13)である。そ

れによると「図書館内に再配置J(56.1%)することを願っているものの、「全員削減を避ける」

(35.1%)、「図書館の定員を削減するJ(28.9%)の回答から、一部の削減 (64.0%)は避けら

れない状況として受け入れていることが判明した。このような認識は、これから one-stopser 

vlceの導入を決定する際に重要な要因として作用するであろう O

「その他」の意見では、「業務の専門性、サービスの対応性を高める」、「再配置する場合、

整理と参考業務の強化を図る」があり、「人が中心となる業務」に集中することが予想されるO

く表13)One-stop serviceを導入すると仮定した場合、職員の配置(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

図書館内に再配置する 134(56.1) 67(56.3) 67(55.8) 

図書館の定員を削減する 69(28.9) 33(27.7) 36(30.0) 

導入部署の職員の全員削減を避ける 84(35.1) 48(40.3) 36(30.0) 

その他 9( 3.8) 3( 2.5) 6( 5.0) 

無回答 13( 5.4) 7( 5.9) 6( 5.0) 
L一一

18)アウトソーシングの適合性の水準

く表14)の結果をみると、「非常に適合」する業務は、警備、建物の管理および清掃、製本

の順であり、職員の専門性を要しない業務が並んでいるo 1"適合である」は、遡及入力、文献

複写、返却、貸出、装備の順位で、「単純反復的な業務」が多い。これはく表 1)1"整理業務の

アウトソーシングの経験分野」の結果と重なっている。そして「不適合な」業務は、管理運営、

企画業務、受け入れ、蔵書開発、庶務会計、参考サービスの順で、〈表 7)アウトソーシング

の経験が少ない業務とほぼ一致しているO

。。
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〈表14>以下の図書館業務はどれくらいアウトソーシングに適合すると思いますか

1.非常に適合である 2.適合である 3. どちらともいえない 4. それほど適合でない 5.不適合

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
建物管理

1 2 3 4 5 
製 本 蔵書開発

および清掃
145 68 13 3 5 3 4 37 48 139 157 65 7 1 3 

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
休日および

1 2 3 4 5 
警 備 目録業務

時間外開館
158 54 11 2 3 16 95 63 36 20 31 96 74 21 8 

l 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
ホームページ

1 2 3 4 5 
案 内 遡及入力

管 理
21 82 73 36 12 59 118 41 9 5 12 58 99 40 22 

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
システム

1 2 3 4 5 
受け入れ 文献複写

管 理
5 1 18 54 151 42 108 47 19 15 29 66 79 35 23 

1 2 3 4 5 l 2 3 4 5 
洋雑誌の発注

1 2 3 4 5 
装 備 管理運営

および入手
89 101 34 3 4 3 3 22 41 160 9 54 75 66 26 

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
和雑誌の発注

1 2 3 4 5 
分 類 企画業務

および入手
17 57 67 56 33 2 4 25 44 155 9 53 78 62 28 

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
洋書の発注

1 2 3 4 5 
貸 出 利用者教育

および入手
47 105 47 21 11 8 19 55 68 79 9 49 76 69 28 

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
和書の発注

1 2 3 4 5 
返 却 資料電算化

および入手
49 108 47 17 10 47 100 58 9 11 8 51 76 67 30 

1 2 3 4 5 
参 考

1 2 3 4 5 庶務会計:庶務・ 1 2 3 4 5 
相互貸借

サービス
録十・予穿・人事・

10 64 68 52 35 6 11 44 58 109 広 報 3 5 28 56 139 

19)アウトソーシングを導入する前に必要なこと

168校 (70.3%)が「アウトソーシングの必要性」を最も多く回答し、経済性よりもなぜア

ウトソーシングをしなければならないのかという導入の妥当性の検討を最も重視して、目的を

明らかにすべきだと指摘した。次に161校 (67.4%)が「費用対効果」、 159校 (66.5%)が

「業務分析を通した専門業務の決定」をすると回答した(く表15)参照)。しかし私立大学は

「費用対効果」を一番多く回答し、経済性を優先しているといえよう O

「その他」の意見では、「職員の意識改革」を必要とするとの意見があった。

ハ吋
υ
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〈表15)アウトソーシングを効果的に導入するため事前に必要なこと(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

アウトソーシングの必要性を十分に検討する 168(70.3) 88(73.9) 80(66.7) 

費用対効果をまず調査する 161(67.4) 80(67.2) 81 (67.5) 

業務分析をして図書館の専門業務を決める 159(66.5) 83(69.7) 76(63.3) 

アウトソーシングを図書館の運営方針として決める 62(25.9) 31(26.1) 31(25.8) 

アウトソーシングの明確な目標を設定する 129(54.0) 62(52.1) 67(55.8) 

実施細目を徹底に準備する 106(44.4) 50(42.0) 56(46.7) 

専門性のある業者を選ぶ 156(65.3) 77(64.7) 79(65.8) 

契約内容を詳細に決める 126(52.7) 66(55.5) 60(50.0) 

その他 1( 0.4) O( 0.0) 1 ( 0.8) 

無回答 7( 2.9) 4( 3.4) 3( 2.5) 

20)理想的なアウトソーシングとは

く表16)によると、 204校 (85.4%)が「効果的な業務は継続維持」することを理想的と答

え、効果が検証された業務は持続して一貫性のある業務になることを願っていた。そして72校

(30.1%)は「必要なときに一時的に導入する」として無分別なアウトソーシングを警戒して

いるO また34校 04.2%)は「契約終了後自館で解決するときに備え技術移転を受けなければ

ならない」として、業者だけに有利なアウトソーシングはしないとの見解を示した。

「その他」の意見としては、「業者職員との有機的な関係維持が必要である」、「業務課題と

職員体制によってアウトソーシングの内容が決まらなければならなLリ、「該当図書館の弱点を

補完する体制から施行されなければならなLリ、「自館の業務力量が必ず業者よりも水準が高く

なければならなLリなどがあり、やはり無分別な導入にならないように白館の業務力量を高め

ることを強調していた。

〈表16)アウトソーシングを施行するにおいて理想的と思われることは(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

アウトソーシングが効果的な業務は続ける 204(85.4) 102(85.7) 102(85.0) 

契約終了後自館で業務を行う場合に備え、業者からノウハウを教わる 3404.2) 11( 9.2) 2309.2) 

必要なときに期間を限定して短期的に導入する 72(30.1) 36(30.3) 36(30.0) 

アウトソーシングの継続はいったん契約終了後に決定する 11( 4.6) 8( 6.7) 3( 2.5) 

その他 5( 2.1) 3( 2.5) 2( 1.7) 

無回答 12( 5.0) 7( 5.9) 5( 4.2) 

n
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21)アウトソーシング導入可否の決定

アウトソーシング導入の決定方法についてく表17)をみると、 180校 (75.3%)が「図書館

の方針で決め」なければならないとして、「図書館職員の合意J(35.1%)より図書館の方針や

目標が重要であることが示された。特に国公立大学 (79.0%)が私立大学 (71.7%)よりも方

針を重視しており、大学設立の目的によって差異があることを示しているO なお「館長の意思」

(7.9%)は大きな影響を与えないことが判明した。

「その他」の意見では、「大学本部の方針で決定するJ(10校)、「大学と図書館の方針が一致

しなければならなLリがあり、図書館の意思とは無関係にアウトソーシングが実施される場合

もあることがわかる O

〈表17)アウトソーシング導入を決定する過程について(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

図書館職員全員の合意が重要である 84(35.1) 39(32.8) 45(37.5) 

図書館の方針で決定する 180(75.3) 94(79.0) 86(71.7) 

館長の意思が重要である 19( 7.9) 9( 7.6) 10( 8.3) 

その他 15( 6.3) 5( 4.2) 10( 8.3) 

無回答 10( 4.2) 7( 5.9) 3( 2.5) 

22)アウトソーシングに対する全般的な見解

く表18)でみるように、 196校 (82.0%)が「選択的に導入すべき」として無分別な導入を

警戒し、「必要悪J(5.4%)という回答は最も低かった。これはく表16)で「必要なとき一時

的に導入する」の回答と同じ脈絡である。 2番目には、国公立大学は「拡大の必要性」を、私

立大学は「費用対効果Jを多く選択した。前述のく表15)でも私立大学は導入前に「費用対効

果の調査」を最も重視しており、軌をーにしている。

「その他」では、「必要不可欠なら選択する」、「図書館の核心業務にはできなLリ、「図書館

職員より有能なら必要だ」という回答があった。

く表18)アウトソーシングに対する考え(複数回答可)

項 目 全体(%) 国公立大(%) 私立大(%)

必要悪である 13( 5.4) 6( 5.0) 7( 5.8) 

予算の策定が困難である 26(10.9) 16(13.4) 1O( 8.3) 

選択的に導入すべきである 196(82.0) 103(86.6) 93(77.5) 

今後、拡大する必要がある 36(15.1) 18(15.1) 18(15.0) 

費用対効果が高い 34(14.2) 14(11.8) 20(16.7) 

その他 10( 4.2) 5( 4.2) 5( 4.2) 

無回答 12( 5.0) 6( 5.0) 6( 5.0) 
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23)自由意見

以上の問いに関係なく、アウトソーシングについて述べた自由意見を要約したのが以下であ

る。

(1) 図書館業務全般のコンビュータ化で、拡大可能性が高い。

(2) 業者の能力を精密に検討しなければならないし、必ずしも業務軽減にはつながらなL、。

(3) 現在の業者選定方法では専門性の高い業者を選びにく L、。

(4) 業務の引継ぎおよび一定の水準の維持が難しい。

(5) 図書館の人材育成が難しく、整理業務の専門性が損傷されやすい。

(6) 職員の業務能力がアウトソーシングの水準より高くないと成功できなL、。

(7) 国立大学の性格からして行政力の比重が大きく、大規模の大学以外では専門性のある職

員が少ない

(8) 図書館の意思決定が法人や大学本部の影響を大きく受ける。

全般的にアウトソーシングに対する否定的な意見が強かった。なによりも業者の専門性に対

する不信が高く、アウトソーシング、が業務水準の維持および引継ぎ、そして優秀な人材育成に

つながらないことから、むしろ図書館の発展を阻害する要因になり得ることを指摘し警戒して

L 、fこO

V.結論

このような研究結果をもとに、今後アウトソーシングの導入を準備あるいは計画している、

また増加を予想している大学図書館は次の事項を考慮、し対応する必要がある O

1 )最初に導入する場合、整理業務から始めることが効率を高めることになる。

2 )整理業務の場合、既存の職員の人事移動で生じる業務引継ぎの組踊という理由によって

アウトソーシングがなされることがないように、注意しなければならなL、。

3 )専門職員を増やす。法人化による予算節減のためにアウトソーシングが拡大すれば、人

員削減が予想されるO しかし大学の教育・研究競争力の向上のためには図書館の学術的支

援が不可欠であり、大学本部との積極的交渉によって、むしろ専門職員を増やさなければ

ならなL、。

4)専門性のある業者を選定するには、毎年業者が変わる(一部ではあるものの)選定方式

を改善しなくてはならな~'0 

5 )業者から業務を引き継げるようなノウハウの伝授を要求するO すべてではないが「契約

にない仕事は絶対しなLリ業者もあるので、契約に明示する必要がある。

6 )業者の質的問題が指摘される以上、業者は専門性を高め競争力を備えなければならなL、。

7 )アウトソーシングの導入は図書館の方針で決定するO 大学本部と図書館の方針が一致す

るように、意思決定に参加できる制度的仕組みが欠かせなL、。

8)アウトソーシングが効果的な業務は継続し、これによる余裕人力は核心業務に集中させ

ることが望まし ~'o

9 )受け入れを含んだOne-stopserviceを導入するなら、決定は慎重にすべきであるO 人
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員削減を予想して、職員不足の悪循環にならないように努めるo

10)選択的アウトソーシングには、適切な業務選定が必要であるO したがって事前準備とし

て徹底した業務分析を通して核心業務と非核心業務を規定し、非核心業務から始めること

が望ましL、。

11)有能な人材を育成、確保する。このためには職員だけでなく大学図書館、図書館界およ

び学界の努力が必要である。以下に重要点を示しておく。

(1) 職員:

① 自己啓発の自覚が必要であるo <表 3>が示すように、アウトソーシングによる部署の

廃止や失業の危機はほとんどなかった。したがって安定的な業務遂行は可能であるが、現

実にとどまり変化に対する対応能力の不足をもたらしかねないので、自己啓発の必要性を

認識しなければならなL、。

② 語学の実力を向上させるO 今後、少数言語資料の整理を白館で解決するために日本語、

英語、以外の言語に対する実力をつけるO

③ 特殊資料に対する専門知識を持つ。特殊資料の整理のアウトソーシングを当然視せず、

また今後多様な媒体の資料の増加に備えた知識と整理能力を育てるO

④ 業務の専門性を高める。職員の「専門性の不足」でアウトソーシングをした場合もある

ので、専門性の水準を上げ、アウトソーシングをしても管理監督はもちろんノウハウを完

全に習得し業務を引き継げるようにするO またアウトソーシングすることなく自館で解決

することで、経費節減はもちろん「職員不足」に悩まされる図書館に人員削減の原因を与

えることもな~ ¥0 

(2) 大学図書館:

司書の自己啓発とともに大学図書館は司書資格とは別に、大学図書館の専門職員として必要

な高度の知識・技術を習得するシステムを整備することで、大学図書館の研究・開発の機能を

高める O したがって職員の再教育(研修、講習、特別講義、セミナーなど)および継続教育

(大学院への進学など)に対する制度的な支援が必要である O これは職員自身の専門性の向上

でもあるが、大学図書館の競争力であり、また大学の競争力でもあるO

(3) 図書館界および学界:

図書館界および学界は時代の要求に適切な、定期的で一貫性のある再教育と継続教育の制度

的確立を通して人材を育成・確保できる方法を研究し模索する必要があるO

(注:質問紙は本文の回答結果である各問いのく表〉で代わりにした。)

qo 
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